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施業提案体制整備事業

１ ． 目 的

森林所有者の生産意欲低下等のため木材生産が行われていない森林において、県職員の主導により施業可

能林分の掘り起こしを行い、森林所有者と意欲ある素材生産業者とのマッチングを図ったり、森林組合や素

材生産業者等の林業事業体が実施する提案型集約化施業への指導等を強化することで素材生産量の拡大を図

る。

２．施業提案団地の設定

各農林振興事務所との連携のもと、県内で８団地を新たに施業提案団地として設定した。設定に当たり指

導方法により３種類に分類でき、それぞれの内容と設定団地数は以下のとおり。

①森林組合指導型

提案型集約化施業への取り組みを希望する森林組合や、すでに取り組んでいるが課題を抱えている森林

組合に対し、現地調査、作業システムや販路の検討、森林施業プランの作成、森林経営計画の作成、施業

の進捗管理等についての助言・指導を行うもの。

平成30年度の新規設定団地数：４団地

②素材生産業者マッチング型

県職員が森林GIS等を利用して集約化施業の候補森林を抽出、森林所有者絞り込み、地域説明会等に

よる合意形成、森林所有者への森林施業プランの提案、意欲ある素材生産業者とのマッチング等を行うも

の。

平成30年度の新規設定団地数：１団地

③素材生産業者指導型

提案型集約化施業に取り組む意欲はあるものの、森林計画制度や補助金制度に理解が不足している素材

生産業者（林業事業体）に対し、森林計画制度や各種補助制度について指導を行うもの。

平成30年度の新規設定団地数：３団地

３．施業提案団地での木材生産

平成30年度は、既設の施業提案団地も含めた12団地で搬出間伐を実施し、121haから6,018㎥の木材生産を

行った。

それらの施業提案団地での施業の実施結果については、収支分析や作業工程・作業効率の分析を行い、施

業を実施した事業体にフィードバックすると共に、今後の普及指導に活用する。
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課 題 名 概 要 担当者 研究期間 委託元

クマおよび ツキノワグマおよびニホンジカの樹皮剥ぎ被害が 髙田 H27～R2 信濃化学工

シカによる 林業経営上の大きな問題となっているため、樹皮剥 和口 業株式会社

人工林の樹 ぎ防止用に開発された資材について、被害防止の効

皮剥ぎ被害 果を検証し、また耐久性能についても調査を実施す

防止資材の る。

効果・性能

に関する研

究

要求性能に応 スギ大径材からの心去り平角生産を想定し、これ 成瀬 H28～R2 （国研）

じた木材を提 に対応可能な蒸気・高周波複合乾燥条件を明らかに 柳川 森林総合

所究研。う行を討検のめたるす、めたるす供

国産大径材丸

太の強度から

建築部材の強

度を予測する

技術の開発

半炭化処理木 半炭化処理による木質舗装材の試験施工後におけ 矢杉 H30～ （国研）

質舗装材の高 る劣化状況評価、施工コスト精査、及び製品の商業 岩本 森林総合

度利用技術開 的価値を評価し、地域における半炭化処理木質舗装 酒井 研究所

どな。るす化適最をルデモ用利の材発

保存処理木材 当センター明日香実験林において、杭試験及びダ 酒井 H23～ 日本木材防

の耐久性調査 ブルレイヤー試験により、保存処理木材の耐久性を 岩本 腐工業組合

杉矢。るす査調験試
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